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＊本調査は、一般社団法人移住・交流推進機が

実施いたしました。
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【 調査目的 】

都道府県域OB・OGネットワーク組織の存在は、今後、地域おこし協⼒隊員の更なる増加が⾒込ま
れる中で、隊員の定住定着率の増加、円滑な隊員活動の推進、加えて、隊員任期終了後の活動⽀援等
において、重要な役割を担っていくものである。
ついては、都道府県域OB・OGネットワーク組織の現況を調査・公表することで、OB・OGネット

ワーク組織設⽴を検討している都道府県、隊員OB・OG等への検討材料として活⽤されることを⽬的
とする。

【調査概要】
• 調査⽅法 ウェブアンケート（GoogleForm)
• 対象者 都道府県域OB・OGネットワーク組織の代表者等
• 実施期間 2022年8⽉5⽇（⾦）〜9⽉30⽇（⾦）
• 回答数 16件
【備考】
・％の⼩数点は四捨五⼊。
・回答ネットワーク組織の特定を避けるため、⼀部⽂⾔の修正。
・表記SAは、単⼀回答、表記MAは、複数回答、表記FAは、⾃由回答の意。
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【 調査項目 】
Ⅰ．ネットワーク組織設⽴に⾄るまでの経緯と組織体制について
１ 設⽴に⾄るまでの経緯について
Q１ 設⽴に⾄るまでのワークショップ（合意形成の場）の回数についてお答えください。(SA)(N＝16)

２ 組織の体制について
Q２ 組織形態についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q３ 組織形態についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q４ 法⼈化した理由についてお答えください。(FA・アフターコーディング)(N＝10)
Q５ 組織体制についてお答えください。(SA)(N＝16)

３ 組織の構成について
Q６ 組織の主要な役職の構成についてお答えください。(SA)(N=15)
Q７ 構成員の隊員OB/OGの⼈数についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q８ 構成員の現役隊員の⼈数についてお答えください。(SA)(N=16)
Q９ 構成員の①②以外の⼈材の⼈数についてお答えください。(SA)(N＝16)

Ⅱ．ネットワーク組織の現状について
Q10 事業計画書の有無についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q11 収⽀計画書の有無についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q12 １年間のネットワークの事業予算をご回答ください。※協⼒隊関係事業以外の事業も含む(SA)(N=16)
Q13 収⼊源の割合についてお答えください。(MA)(N=15)
Q14 ネットワーク組織への年間平均加⼊者数についてお答えください。(FA)(N＝16)
Q15 ネットワーク組織への加⼊基準についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q16 ネットワークの認知度向上の取り組みについてお答えください。(MA)(N＝16)

Ⅲ．ネットワーク組織の活動内容・活動実績について
１ 研修の実施状況について
Q17 研修（オンラインも含む）の実施状況についてお答えください。 (SA)(N＝16)
Q18 年間の研修実施回数についてお答えください。(SA)(N＝15)
Q19 年間の実施回数のうち都道府県受託事業による回数(FA)（N＝15）
Q20 研修の種類についてお答えください。 (MA)(N=14)
Q21 研修の平均参加者数についてお答えください。 (FA)(N=14)

２ 交流機会の確保について
Q22 交流会の実施状況についてお答えください。 (SA)(N＝16)
Q23 交流会の年間平均実施回数についてお答えください。 (N＝14)
Q24 交流会の平均参加者数についてお答えください。 (N＝14)
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【 調査項目 】
３ 相談対応の状況について
Q25 年間の平均相談件数についてお答えください。(FA)（N＝15）
Q26 相談対応の対象者についてお答えください。 (MA)(N＝15)
Q27 相談対応記録の作成の有無についてお答えください。 (SA)(N＝16)
Q28 相談対応マニュアルの策定についてお答えください。 (SA)(N＝16)
Q29 相談内容について都道府県との共有についてお答えください。 (SA)(N＝16)
Q30 相談内容について市町村との共有についてお答えください。 (SA)(N＝16)

４ 隊員募集に関する⽀援について
Q31 隊員募集に関する取組についてお答えください。 (SA)(N＝16)
Q32 隊員募集に関する具体的な取組についてお答えください。 (MA)(N＝12)

Ⅳ．関係各所との関係性について
１ 都道府県との関わりについて
Q33 都道府県との関わりの有無についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q34 都道府県との定期的な連絡調整の機会の有無についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q35 受託事業以外での都道府県との関わりの有無についてお答えください。 (SA)（N＝16）
Q36 受託事業以外の内容をお答えください。（FA）(N=8)

２ 市町村との関わりについて
Q37 市町村との関わりの有無についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q38 市町村との定期的な連絡調整の機会の有無についてお答えください。(SA)(N＝11)
Q39 市町村からネットワークへの受託費の⾦額についてお答えください。（年平均）(SA)(N＝9)

Ⅴ ネットワークの抱える課題と今後の展望について
Q40 現状の課題・悩みについてお答えください。 (NA)(N＝16)
Q41 課題・悩みの相談先の有無(SA)(N＝16)
Q42 課題・悩みの相談先（FA・アフターコーディング）(N=16)
Q43 他都道府県のネットワーク組織と意⾒交換などの交流の意向についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q44 他都道府県のネットワーク組織との連携の意向についてお答えください。(SA)(N＝16)
Q45 Q45 他都道府県のネットワーク組織と具体的にどのような連携を期待するのかお答えください。(FA)(N=12)(⼀部抜粋）



ネットワーク組織設⽴の経緯については、「隊員OB/OG主導」(38％）が最も多く、次いで、「都道府県主
導」(19％）が多かった。その他回答では、都道府県と隊員OB/OG両者が主導的に取り組んだことなどが挙げ
られた。
ネットワーク組織の設⽴に⾄るまでのワークショップの回数は「1回〜5回」が全体の63％で最も多かった。

２．調査結果

63% 25% 13%

1回~5回 6回~10回 0回

Q２ 設⽴に⾄るまでのワークショップ（合意形成の場）の回数についてお答えください。(SA)(N＝16)

回答数 割合
1回~5回 10 63%
6回~10回 4 25%

0回 2 13%

【Ⅰ．ネットワーク組織設立に至るまでの経緯と組織体制について〜１ 設立に至るまでの経緯について〜】

Q１ ネットワーク組織設⽴の経緯をお答えください。(SA)(N＝16)

38% 19% 13% 31%

隊員OB/OG主導 都道府県主導 現役隊員主導 その他

移住コンシェルジュと隊員OBOG主導
県、現役隊員OBOGともに機運が⾼まったため
現役隊員時代に構想・準備をし、卒業と同時に設⽴。
地域おこし協⼒隊OBOGネットワークづくり推進事業をきっかけとして、都道府県庁担当課と協
議のうえ隊員OBOG主導でネットワーク形成に取り組んだ
都道府県主導と隊員OBOG主導の両⽅

その他の内訳（FA）

回答数 割合
隊員OB/OG主導 6 38%
都道府県主導 3 19%
現役隊員主導 2 13%

その他 5 31%



ネットワーク組織の形態については、全体の63％が法⼈化しており、法⼈の種別については、⼀般社団法⼈が
80％と最も多かった。
Q2で法⼈化していると回答したネットワーク組織のうち、法⼈化した理由（記述）は、「⾃治体の業務を受

託するため」(29％）が最も多く、次いで、「事業領域の拡⼤をするため」（21％）、「組織の継続性の担保す
るため」（21％）、「社会的信頼を獲得するため」（21％）が多かった。

２．調査結果

10%

30%

30%

30%

40%

事業収⼊の減税のため

社会的信頼を獲得するため

組織の継続性を担保するため

事業領域の拡⼤をするため

⾃治体から業務を受託するため

Q４ 法⼈化した理由についてお答えください。(FA・アフターコーディング)(N＝10)

回答数 割合
⾃治体業務の受託 4 40%

社会的信頼の獲得 3 30%

継続性の担保 3 30%

事業領域の拡⼤ 3 30%

事業収⼊の減税 1 10%

※Q2で「法人」と回答したネットワーク組織のみ回答

【Ⅰ．ネットワーク組織設立に至るまでの経緯と組織体制について】 〜２ 組織の体制について〜】

63% 31% 6%

法人 任意団体 組織化していない

Q３ 組織形態についてお答えください。(SA)(N＝16)

回答数 割合
法⼈ 10 63%

任意団体 5 31%
組織化していない 1 6%

80% 10% 10%

一般社団法人 NPO 合同会社
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（注）
ライン型組織形態・・・ピラミッド型の組織で、上から下へ縦の伝達経路が主となる組織形態
ファンクショナル型組織形態・・・業務内容によってそれぞれ専門家が存在し、別個の命令系統が存在する組織形態
フラット型組織形態・・・一人のリーダーがすべてを統括する組織形態

Q５ 組織体制についてお答えください。(SA)(N＝16)

回答数 割合

ファンクショナル型組織形態 5 38%

フラット型組織形態 3 19%

ライン型組織形態 2 13%

その他の形態 6 38%

38%

13%

19%

31%

その他の形態

ライン型組織形態

フラット型組織形態

ファンクショナル型組織形態

代表理事を含む理事3名と監事1名での理事会にて原則決定し、そこから必要な構成員に声をかけて運営していく形
組織形態はいまだ確定しておらず、現役協⼒隊への研修事業やサポート、移住関連事業などに取り組む際に、ネットワーク内からプロジェクト
チームを形成して活動することが多い。
代表理事と4⼈の理事がチームとなり、事業を遂⾏している。基本的に代表理事が各構成員に直接伝達することが多い。しかし、地域おこし協⼒隊
や業務の属性により、各理事が業務を遂⾏することもある。定款上、副代表のポジションを設けていない。
構成員3名が対等な関係性で運営してきます。実働時間としては、代表が週5、副代表と事務局⻑が週2-3で稼働しています。監事のみ監査の際の
年1回の稼働となっています。
WEB型組織︓全員が主役かつ専⾨家として役割を担う組織形態

その他の内訳

ネットワーク組織の体制としては、業務内容によってそれぞれ専⾨家が存在し、別個の命令系統が存在する
「ファンクショナル型」（38％）が最も多く、次いで、⼀⼈のリーダーが全てを統括する「フラット型」
（19％）が多かった。

【Ⅰ．ネットワーク組織設立に至るまでの経緯と組織体制について〜 ２ 組織の体制について〜】 】



93% 7%

1名 2名

ネットワーク組織の代表者の⼈数は、「１名」(93％)が最も多かった。副代表者の⼈数は、「１名」(47％)
が最も多かった。会計管理者の⼈数は、「0名」（47％） 、「1名」（47％）が同割合で最も多かった。事務
局⼈数は、「0名」（27％）、「1名」（27％）、「2名」（27％）が同割合で最も多かった。

２．調査結果

47% 27% 27%

１名 ０名 ２名

47% 47% 7%

０名 １名 ３名

27% 27% 27% 13% 7%

０名 １名 ２名 ４名 ５名

①代表者の⼈数

②副代表者の⼈数

③会計管理者の⼈数

④事務局の⼈数

Q６ 組織の主要な役職の構成についてお答えください。(SA)(N=15)

回答数 割合
１名 14 93%
２名 1 7%

回答数 割合
１名 7 47%
０名 4 27%
２名 4 27%

回答数 割合
０名 7 47%
１名 7 47%
３名 1 7%

回答数 割合
０名 4 27%
１名 4 27%
２名 4 27%
４名 2 13%
５名 1 7%

【Ⅰ．ネットワーク組織設立に至るまでの経緯と組織体制について〜３ 組織の構成について〜】

※Q５で「組織化していない」を含まず
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ネットワーク組織の構成員について、隊員OB/OGの⼈数が「1⼈〜5⼈」(44%)が最も多かった。現役隊員
の⼈数は「0⼈」(63%）が最も多く、次いで、「6⼈〜10⼈」(44％）となった。隊員OB/OG、現役隊員以外
の⼈材については、「0⼈」(50％)が最も多く、次いで、「１⼈〜５⼈」(44％）が多かった。

6%

6%

6%

13%

25%
44%

0

31⼈~40⼈

41⼈~50⼈

16⼈~20⼈

6⼈~10⼈

1⼈~5⼈

6%

13%

19%

63%

21⼈~30⼈

1⼈~5⼈

6⼈~10⼈

0⼈

6%

44%

50%

41⼈~50⼈

１⼈〜５⼈

0⼈

Q７ 構成員の隊員OB/OGの⼈数についてお答えください。
(SA)(N＝16)

Q８ 構成員の現役隊員の⼈数についてお答えください。
(SA)(N=16)

Q９ 構成員の①②以外の⼈材の⼈数についてお答えください。
(SA)(N＝16)

回答数 割合
①構成員の隊員OB/OGの⼈数 1⼈~5⼈ 7 44%

6⼈~10⼈ 4 25%
16⼈~20⼈ 2 13%

0⼈ 1 6%
31⼈~40⼈ 1 6%
41⼈~50⼈ 1 6%

②構成員の現役隊員の⼈数 0⼈ 10 63%
6⼈~10⼈ 3 19%
1⼈~5⼈ 2 13%

21⼈~30⼈ 1 6%
③構成員の①②以外の⼈材の⼈数 0⼈ 8 50%

１⼈〜５⼈ 7 44%
41⼈~50⼈ 1 6%

【Ⅰ．ネットワーク組織設立に至るまでの経緯と組織体制について〜３ 組織の構成について〜】



9

ネットワーク組織の事業計画書の有無については、「なし」(56％)が半数以上を占めていた。また、収⽀計画
書の有無については、「あり」(50％)と「なし」(50％)が同数となっていた。

２．調査結果

56% 44%

なし あり

Q10 事業計画書の有無についてお答えください。(SA)(N＝16)

50% 50%

あり なし

Q11 収⽀計画書の有無についてお答えください。(SA)(N＝16)

回答数 割合
なし ９ 56%
あり ７ 44%

回答数 割合

あり 8 50%

なし 8 50%

【Ⅱ．ネットワーク組織の現状について】
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ネットワーク組織の年間の事業予算額については、「5,000,001円~10,000,000円」(19％)、「1,000,001円
〜3,000,000円」(19％)と「1円〜500,000円」(19％)が同割合で最も多かった。また、資⾦の収⼊源の割合で
は、「都道府県からの受託業務」(42％)が最も多く、次いで、「市町村からの受託業務」(27％）が多かった。

6%

6%

6%

13%

13%

19%

19%

19%

0円

500,001円~1,000,000円

20,000,001円~

3,000,001円~5,000,000円

10,000,001円~20,000,000円

1円~500,000円

1,000,001円~3,000,000円

5,000,001円~10,000,000円

42% 27% 21% 9%

都道府県からの受託業務 市町村からの受託業務 独⾃事業収益 会費

Q12 １年間のネットワークの事業予算をご回答ください。※協⼒隊関係事業以外の事業も含む(SA)(N=16)

Q13 収⼊源の割合についてお答えください。(MA)(N=15)

回答数 割合
都道府県からの

受託業務 14 42%

市町村からの
受託業務

9 27%

独⾃事業収益 7 21%
会費 3 9%

回答数 割合
5,000,001円

~10,000,000円 3 19%
1,000,001円
~3,000,000円 3 19%

1円~500,000円 3 19%
3,000,001円
~5,000,000円 2 13%
10,000,001円
~20,000,000円 2 13%

0円 1 6%
500,001円

~1,000,000円 1 6%
20,000,001円~ 1 6%

【Ⅱ．ネットワーク組織の現状について】
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ネットワーク組織への年間加⼊者数の平均は7.5名となっており、ネットワーク組織への加⼊基準を設けてい
る組織の割合は全体の63%であった。
ネットワーク組織の認知度向上の取組としては、「独⾃HPでの周知」(46％）が最も多く、次いで、「SNS

での周知」(31％)が多かった。

Q14 ネットワーク組織への年間平均加⼊者数についてお答えください。 (FA)(N＝16)

63% 38%

あり なし

Q15 ネットワーク組織への加⼊基準についてお答えください。(SA)(N＝16)

回答数 割合
独⾃HPでの周知 12 75%

SNSでの周知 8 50%

市町村への周知 2 13%
その他 4 25%

回答数 割合

あり 10 63%

なし 6 38%

25%

13%

50%

75%

その他

市町村への周知

SNSでの周知

独⾃HPでの周知

Q16 ネットワークの認知度向上の取り組みについてお答えください。(MA)(N＝16)

年間平均 7.5

【Ⅱ．ネットワーク組織の現状について】



２．調査結果

隊員・⾃治体向け研修（オンラインを含む）を実施しているネットワーク組織は、全体の94％を占めていた。
また、Q17で「実施している」と回答したネットワーク組織の年間の研修実施回数は「1回〜5回」(67％)が

最も多く、都道府県からの受託事業による研修の平均回数は5.3回となった。

Q19 年間の実施回数のうち都道府県受託事業による回数(FA)（N＝15）

Q18 年間の研修実施回数についてお答えください。(SA)(N＝15)

Q17 研修（オンラインも含む）の実施状況についてお答えください。 (SA)(N＝16)

67% 20% 7% 7%

1回~5回 6回〜10回 11回〜15回 16回〜20回

94% 6%

実施している 実施していない

回答数 割合
実施している 15 94%
実施してない 1 6%

回答数 割合
1回~5回 10 67%
6回〜10回 3 20%
11回〜15回 1 7%
16回〜20回 1 7%

平均 5.3

※Q17で「実施している」と回答したネットワーク組織のみ回答

【Ⅲ．ネットワーク組織の活動内容・活動実績について〜１ 研修の実施状況について〜】

※Q17で「実施している」と回答したネットワーク組織のみ回答



２．調査結果

研修の種類としては、「起業、事業承継に関する隊員（OB/OG含む）向け研修」(86％)が最も多く、次いで、
「制度運⽤に関する受⼊市町村向け研修」(64％)となった。
研修への平均参加者数は21.8⼈となった。

Q21 研修の平均参加者数についてお答えください。 (FA)(N=14)

Q20 研修の種類についてお答えください。 (MA)(N=14)

36%

36%

57%

64%

86%

その他

就業に関する隊員（OB/OG含む）向け研修

募集、採用に関する受入市町村向け研修

制度運用に関する受入市町村向け研修

起業、事業承継に関する隊員（OB/OG含む）向け
研修

活動中の地域おこし協⼒隊向けの研修
協⼒隊活動を⽀援する研修（プランニング研修）など
県内の全隊員向け研修
隊員同⼠の横のつながりづくり
初任者隊員（１年⽬向け）研修、ステップアップ（２・３年⽬向け）研修

回答数 割合

起業、事業承継に関する隊員（OB/OG含む）向け研修 12 86%

制度運⽤に関する受⼊市町村向け研修 9 64%

募集、採⽤に関する受⼊市町村向け研修 8 57%

就業に関する隊員（OB/OG含む）向け研修 5 36%

その他 5 36%

その他の内訳

平均 21.8

【Ⅲ．ネットワーク組織の活動内容・活動実績について〜１ 研修の実施状況について〜】

※回答のあったネットワーク組織のみ

※回答のあったネットワーク組織のみ



２．調査結果

交流会の実施状況については、実施しているネットワーク組織は全体の88％であった。
Q22で「実施している」と回答したネットワーク組織の交流会の年間平均実施回数は6.6回となり、平均参

加者数は15⼈であった。

88% 13%

実施している 実施していない

Q22 交流会の実施状況についてお答えください。 (SA)(N＝16)

Q23 交流会の年間平均実施回数についてお答えください。 （回）(N＝14)

Q24 交流会の平均参加者数についてお答えください。 (N＝14)

回答数 割合
実施している 88% 14
実施して
いない 13% 2

平均 6.6

平均 15.0

【Ⅲ．ネットワーク組織の活動内容・活動実績について〜２ 交流機会の確保について〜】

※Q22で「実施している」と回答したネットワーク組織のみ回答

※Q22で「実施している」と回答したネットワーク組織のみ回答



２．調査結果

相談対応の状況について、回答のあったネットワーク組織の年間の平均相談件数については、21.2件と
なっており、相談元としては、都道府県内の隊員（93％）が最も多く、次いで市町村職員（73％）となっ
た。相談対応記録の作成については、作成しているネットワーク組織は63％となった。相談対応マニュア
ルを策定している組織は6％に留まった。
Q25 年間の平均相談件数についてお答えください。(FA)（N＝15）

Q27 相談対応記録の作成の有無についてお答えください。 (SA)(N＝16)

Q28 相談対応マニュアルの策定についてお答えください。 (SA)(N＝16)

63% 38%
ある ない

94% 6%

ない ある

Q26 相談対応の対象者についてお答えください。 (MA)(N＝15)

7%

33%

60%

67%

73%

93%

その他

都道府県職員

協⼒隊希望者

都道府県内の隊員OB/OG

市町村職員

都道府県内の隊員
回答数 割合

都道府県内の隊員 14 93%
市町村職員 11 73%

都道府県内の隊員OB/OG 10 67%

協⼒隊希望者 9 60%
都道府県職員 5 33%

その他 1 7%

回答数 割合
ある 10 63%
ない 6 38%

回答数 割合

ない 15 94%
ある 1 6%

平均 21.2

【Ⅲ．ネットワーク組織の活動内容・活動実績について〜３ 相談対応の状況について〜】

※回答のあったネットワーク組織のみ

※回答のあったネットワーク組織のみ



２．調査結果

相談内容について、都道府県と共有しているネットワーク組織の割合は69％となった。
相談内容を市町村と共有しているネットワーク組織の割合は31％に留まった。

Q29 相談内容について都道府県との共有についてお答えください。 (SA)(N＝16)

Q30 相談内容について市町村との共有についてお答えください。 (SA)(N＝16)

69% 31%

していない している

69% 31%

している していない

回答数 割合
している 11 69%
していない 5 31%

回答数 割合
していない 11 69%
している 5 31%

【Ⅲ．ネットワーク組織の活動内容・活動実績について〜３ 相談対応の状況について〜】



２．調査結果

隊員募集に関する取組を⾏っている組織は全体の75％となり、Q31で「取り組んでいる」と回答した組織の
うち、具体的な取組としては、「募集周知の⽀援」（83％）が最も多く、次いで、「募集業務の業務委託」
（67％）となった。

75% 25%

取り組んでいる 取り組んでいない

Q31 隊員募集に関する取組についてお答えください。 (SA)(N＝16)

Q32 隊員募集に関する具体的な取組についてお答えください。 (MA)(N＝12)

17%

58%

58%

67%

83%

その他

応募者数の少ない市町村への助言

募集ページの作成支援

募集業務の業務委託

募集周知の支援

回答数 割合
取り組んで

いる 12 75%
取り組んで
いない 4 25%

回答数 割合
募集周知の⽀援 10 83%

募集業務の業務委託 8 67%
応募者数の少ない
市町村への助⾔ 7 58%

募集ページの作成⽀援 7 58%
その他 2 17%

※Q31で「取り組んでいる」と回答したネットワーク組織のみ回答

【Ⅲ．ネットワーク組織の活動内容・活動実績について〜４ 隊員募集に関する支援について〜】



２．調査結果

都道府県との関わりがあるネットワーク組織の割合は全体の100％となった。
Q33で「ある」と回答したネットワーク組織のうち、都道府県との定期的な連絡調整の機会を設けている割

合は69％となっており、受託事業以外での都道府県と関わりのある割合は全体の56％となった。

100%

ある ない

Q33 都道府県との関わりの有無についてお答えください。
(SA)(N＝16)

69% 31%

ある ない

Q34 都道府県との定期的な連絡調整の機会の有無についてお
答えください。(SA)(N＝16)

56% 44%

ある ない

各種相談
定期的な情報交換
隊員の情報共有、カルテ作成、プッシュ⽀援など
協⼒隊に限らず、移住や観光などの分野での関わり
構成員各⾃が県と何かしらの関わりを持っている
国費事業（採⽤⽀援のモデル事業）
移住定住事業関連での関わりがある。
都道府県担当者会議、代表が所属しているNPOでの業務委託。
他の団体が受託した県事業の講師依頼等。県の委員

Q35 受託事業以外での都道府県との関わりの有無についてお答
えください。 (SA)（N＝16）

回答数 割合
ある 16 100%
ない 0 0%

回答数 割合
ある 11 69%
ない 5 31%

回答数 割合
ある 9 56%
ない 7 44%

Q36 受託事業以外の内容をお答えください。（FA）(N=8)

【Ⅳ．関係各所との関係性について〜１ 都道府県との関わりについて〜】

※Q33で「取り組んでいる」と回答したネットワーク組織のみ回答

※回答のあったネットワーク組織のみ



２．調査結果

市町村との関わりのあるネットワーク組織の割合は全体の69％となっていた。
また、Q37で「ある」と回答したネットワーク組織のうち、市町村との定期的な連絡調整の機会を設けてい

る割合は45％に留まった。

69% 31%

ある ない

55% 45%

ない ある

Q37 市町村との関わりの有無についてお答えください。(SA)(N＝16)

Q38 市町村との定期的な連絡調整の機会の有無についてお答えください。(SA)(N＝11)

回答数 割合
ある 11 69%
ない 5 31%

回答数 割合
ない 6 55%
ある 5 45%

※Q37で「ある」と回答したネットワーク組織のみ回答

【Ⅳ．関係各所との関係性について〜２ 市町村との関わりについて〜】



２．調査結果

市町村からネットワーク組織への受託費の⾦額については、 「2,000,001円~4,000,000円」(33％）、
「1円〜200,000円」 (33％)が最も多かった。受託内容については、募集・採⽤⽀援、研修などが挙げられた。
受託事業以外での関わりでは、情報発信⽀援、情報共有・交換、相談対応などが挙げられた。

11%

22%

33%

33%

4,000,001円~

1,000,001円~2,000,000円

1円~200,000円

2,000,001円~4,000,000円

Q39 市町村からネットワークへの受託費の⾦額についてお答えください。（年平均）(SA)(N＝9)

市町村からの受託事業の内容
地域おこし協⼒隊の活動に関する研修など
研修会
募集⽀援、研修、会議出席
移住促進、協⼒隊研修など
導⼊時の⽀援、活動の伴⾛⽀援
採⽤⽀援
採⽤・募集、専⾨家派遣・お試し協⼒隊導⼊⽀援など
定着促進事業
初任者研修、募集記事作成、募集採⽤業務委託

回答数 割合
2,000,001円
~4,000,000円 3 33%

1円~200,000円 3 33%
1,000,001円
~2,000,000円 2 22%

4,000,001円~ 1 11%

【Ⅳ．関係各所との関係性について〜２ 市町村との関わりについて〜】

都道府県が実施しているメールマガジンの記事作成、掲載
委託費等の発⽣しない情報交換等
隊員の情報共有
相談窓⼝
都道府県の実態調査事業に同⾏

市町村からの受託事業以外での市町村との関わり

※回答のあったネットワーク組織のみ



２．調査結果

ネットワーク組織の抱える課題・悩みについては、「⼈材⾯での課題」(69％)、「資⾦⾯での課題」(69％)
が最も多く、次いで、「市町村との関係性における課題」 (19％)となった。

19%

13%

13%

19%

69%

69%

その他

ノウハウの不⾜

都道府県との関係性における課題

市町村との関係性における課題

資⾦⾯での課題

⼈材⾯での課題 回答数 割合
⼈材⾯での課題 11 69%
資⾦⾯での課題 11 69%
市町村との関係性における課題 3 19%
ノウハウの不⾜ 2 13%
都道府県との関係性における
課題 2 13%

その他 3 19%

Q40 現状の課題・悩みについてお答えください。 (MA)(N＝16)

組織・ネットワークの形をどのようにしていくか
相談⽀援のばらつき、世代交代
OBOGとのさらなるネットワーク構築

その他の形態の内訳

【Ⅴ ネットワークの抱える課題と今後の展望について】



２．調査結果

課題・悩みの相談先があると回答したネットワーク組織の割合は81％となった。具体的な相談先としては、
「他の地域おこし協⼒隊OBOGネットワーク組織」(38％)が最も多く、次いで、「外部有識者」(31%)、地域
おこし協⼒隊サポートデスク(19%)、都道府県(13%)の順となった。

81% 19%

ある ない

38% 31% 19% 13%

他の地域おこし協力隊OBOGネットワーク組織 外部有識者 サポートデスク 都道府県

Q41 課題・悩みの相談先の有無(SA)(N＝16)

回答数 割合
ある 13 81%
ない 3 19%

Q42 課題・悩みの相談先(FA・アフターコーディング)(N=16)

回答数 割合
他の地域おこし協⼒隊OBOGネットワーク組織 6 38%

外部有識者 5 31%
地域おこし協⼒隊サポートデスク 3 19%

都道府県 2 13%

【Ⅴ ネットワークの抱える課題と今後の展望について】



２．調査結果

23

他都道府県のネットワーク組織との交流の意向があるネットワーク組織の割合は全体の94％となった。また、
他都道府県のネットワーク組織との連携の意向があるネットワーク組織の割合は全体の88％となった。具体的
な連携内容については、研修・⽀援に関する事業連携や事例・情報交換などが挙がった。

94% 6%

ある ない

Q43 他都道府県のネットワーク組織と意⾒交換などの交流の意向についてお答えください。(SA)(N＝16)

88% 13%

ある ない

Q44 他都道府県のネットワーク組織との連携の意向についてお答えください。(SA)(N＝16)

研修やサポートについての学び合い。テーマ別研修づくり

事業連携

意見交換などで事例の共有を行い、相乗効果を期待する

情報交換など

全国ネットワーク団体のオンライン会議に参加

近隣県との合同企画やブロック単位での職員交流、情報交換など

県土が広く、県境の地域については地理的にも情報が届き辛い。近隣県と文化的なつながりや、定住自立圏として県を跨って繋がっている場

合もあり、県境地域の隊員支援については隣県とも連携していきたい。

回答数 割合

ある 15 94%

ない 1 6%

回答数 割合

ある 14 88%

ない 2 13%

Q45 他都道府県のネットワーク組織と具体的にどのような連携を期待するのかお答えください。(FA)(N=12)(⼀部抜粋）

【Ⅴ ネットワークの抱える課題と今後の展望について】


